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第１ 小牧市小牧南児童館管理運営の基本方針                    
 

１ 地域児童の健全育成と子育て支援の拠点として、地域社会、関係機関等と協力連携しながら、

児童をはじめ地域住民に親しまれる児童館とする。 

２ こどもたちがいつでも自由に利用できる、安全で安心な遊び場としての機能を備えるとともに、

こども達に健全な遊びや情報の提供を行う。 

 

第２ 対象施設の概要                             
 

児童館の種別 児童センター 

構    造 鉄骨造２階建てのうち１階部分 

敷 地 面 積 ２，２４４．１１㎡ 

建 築 面 積 １，３４５．８６㎡ 

延 床 面 積 ２，１０２．５３㎡ のうち児童館専有部分３２５．４５㎡、  

共有部分２７５．０２㎡ 合計６００．４７㎡ 

 

部屋名 面積 用途 

遊戯室 111.12 ㎡ 軽度な運動や体を動かす部屋 

図書コーナー 
87.44 ㎡ 

絵本・児童書・紙芝居等を閲覧したり、読み聞かせできる

部屋 

集会コーナー 交流や活動を行う部屋 

創作活動室 51.37 ㎡ 工作や料理などの創作活動ができる部屋 

プレイコーナー 47.38 ㎡ 乳幼児の親子が触れ合うことができる部屋 

事務室 

相談コーナー 
共有 湯沸室を含む 

 

第３ 利用時間および休館日                           
   

１ 開館時間 午前９時３０分から午後５時３０分まで 

２ 休館日  毎週月曜日（祝日の場合は開館） 

１２月２８日から１月４日まで 

※ただし、市長が特に必要があると認める場合は、臨時にこれを変更することができる。また、

指定管理者が特に必要があると認める場合は、市の承認を得て変更することができる。 

 

第４ 利用対象者                                
  

１ 児童（１８歳未満）及びその保護者 

２ 市長が適当と認めた者（地域ボランティア等） 

 

第５ 指定期間                                 
  

  令和９年４月１日から令和１２年３月３１日まで（３年間） 

 

第６ 管理運営業務の基準                            
 

１ 関係法令の遵守 

  指定管理者は、小牧南児童館の管理運営を行うにあたっては、地方自治法等の関係法令、関係例

規等を遵守し、業務を遂行しなければならない。 
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（１）地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

（２）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

（３）児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号） 

 （４）児童館の設置運営について（平成２年８月７日厚生省発児第１２３号厚生省事務次官通知） 

 （５）児童館の設置運営について（平成２年８月７日児発第９６７号厚生省児童家庭局長通知） 

 （６）小牧市児童館の設置及び管理に関する条例（昭和５５年小牧市条例第２３号） 

（７）小牧市児童館の管理に関する規則（昭和５５年規則第２１号） 

 （８）個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

（９）小牧市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年小牧市条例第４２号） 

 （10）小牧市暴力団排除条例（平成２４年小牧市条例第１６号） 

 （11）児童虐待の防止等に関する法律（平成１２年法律第８２号） 

 （12）こども基本法（令和４年法律第７７号） 

(13) 学校設置者等及び民間教育保育等事業者による児童対象性暴力等の防止等のための措置に 

関する法律（令和 6 年法律第 69 号）」 

（14）その他関係法令（労務関係法令、施設の安全確保、環境・衛生の保持に関係する各種法令等） 

（15）前各号に掲げる法令の施行に伴い新たに求められる児童の安全確保及び職員管理に関する

措置 

２ 業務の区分 

  市と指定管理者の業務区分は下記のとおりとする。 

ただし、表に定める事項で疑義が生じた場合は、市と指定管理者が協議のうえ、業務区分を決定

するものとする。 

◎主たる業務を実施    ○一定の範囲で業務を実施 

項  目 市 指定管理者 

（１）施設の運営管理 

（利用案内、事業の実施等） 
 ◎ 

（２）施設の利用許可  ◎ 

（３）施設・設備の維持管理（建物、工作物、

機械設備等の保守点検、清掃等） 
 ◎ 

（４）施設内の物品管理  ◎ 

（５）備品の購入 ◎  

（６）広報 
○ 

市広報媒体 
◎ 

（７）非常時における初動対応 

（連絡体制、被害調査・報告、応急措置） 
○ ◎ 

（８）災害復旧（本格復旧） ◎  

（９）要望・苦情対応 ○ ◎ 

（10）包括的管理責任 ◎  

 

  ※ 指定管理者は、施設利用者の被災に対して現場で対応する責任を有し、施設又は施設利用者

に災害があった場合は、迅速かつ適切に対応し、速やかに市に報告すること。 

  ※ 指定管理者の責めに帰すべき事由により、業務の継続が困難になった場合は、市は指定管理

を取り消すことができる。その場合は、市に生じた損害は、指定管理者が賠償の責めを負うこ

とになる。 

３ 業務の一括委託の禁止 

    指定管理者は、指定管理業務の全部若しくは主要な部分を第三者に対して委託し、又は請け負わ

せることはできない。 

  ただし、指定管理者業務の一部について、あらかじめ市長が認めた場合は、この限りではない。 

４ 個人情報の取扱い 

  指定管理業務を行うにあたり、個人情報を取り扱う場合は、その取扱いに十分留意し、漏洩、滅

失及び棄損の防止、その他個人情報の適切な管理に努め、個人情報を保護するために必要な措置を

講ずること。 

５ 守秘義務 

  指定管理者は、施設の管理を行うにあたり、業務上知り得た内容を第三者に漏らしたり、自己の

利益のために使用することはできない。指定期間が終了した後も同様とする。 
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６ 環境への配慮 

    指定管理者は、指定管理業務を行うにあたっては、次のような環境への配慮に留意すること。 

（１）環境に配慮した商品・サービスの購入（グリーン購入）の推進及び廃棄にあたっては、資源

の有効活用や適正処理を図ること。 

（２）電気、ガス、水道などの使用量の削減に向けた取組みを推進すること。 

 

第７ 管理経費                      
 

１ 本指定管理業務にかかる収入及び支出については、他の会計とは区別すること。 

２ 市が指定管理者に支払う管理経費に含まれるもの（毎年度の協定で定める額以内で執行する。） 

（１）人件費（社会保険料、退職引き当て金等含む） 

（２）報償費（講師謝礼） 

（３）旅費 

（４）需用費（消耗品費） 

（５）役務費（通信費、保険料等） 

（６）委託料（ピアノ調律等） 

（７）負担金 

３ 予算の執行 

   年間の運営は予算の各項目の金額以内で執行すること。ただし、市と協議のうえ各項目間にお

いて流用できるものとする。 

４ 精算及び事業報告 

（１）会計年度終了後、翌年度の５月３１日までに事業の精算及び報告を行うこと。 

（２）令和９年度は精算後、残額を市へ返還すること。 

 

第８ 運営する事業の内容                            
  

１ 小牧市小牧南児童館の事業の運営 

（１）児童の健全な遊び場の提供 

  ア 遊びの指導を行うこと。幼児及び学童の集団指導は、その指導担当者を定め、組織的、継

続的に行うよう配慮すること。 

  イ 健全な遊びを通して、児童の集団及び個別指導を行うこと。 

 （２）児童の健康増進 

    児童の発達段階や運動能力、興味、関心に配慮すること。 

 （３）児童の情操指導 

児童の体力、活動力を涵養するための運動遊びや情操を高めるための劇遊びを行うよう配

慮すること。 

（４）地域の児童の健全育成に必要な活動 

（５）父母サークル、子ども会等の地域組織活動の育成助長及びその指導者の養成を図ること。 

（６）子育てに対して、不安や悩みを抱える保護者からの相談に応じるなど、地域子育て支援拠点

事業を行うこと。 

 （７）児童館を利用する児童については、その児童の住所、氏名、年齢、緊急時の連絡先を必要に

応じて登録し、把握すること。 

 （８）保育所、幼稚園、小・中学校等関係施設と連携を密にし、広報・ＰＲに努めること。 

 （９）遊びの指導について、地域のボランティアに協力を求めながら地域と一体となった事業に 

努めること。 

 （10）児童の居場所づくり 

   ア 地域の中での、児童の安心・安全な居場所づくりを進めること。特に、中学生・高校生の

年長児童については、放課後や週末の居場所を提供するとともに、自主的な活動に対する支

援を行うこと。なお、中高生の居場所づくりについては、児童館の開館時間を延長できるも

のとする。  

   イ 学校に通えない児童にとっても安心・安全に過ごせる居場所づくりを進めること。また、

学校やスクールカウンセラーなどの関係機関と連携をとること。 

（11）性被害防止対策の実施 

  ア 相談や被害申告がしやすい関係性を利用者と構築し、相談等があった場合にはいち早く
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専門家の支援が受けられるよう寄り添うこと。なお、必要に応じ、市や関係機関と連携し、

適切な支援につなぐ体制を整備すること。 

  イ 加害防止対策として子育て支援の場を通じた啓発活動を実施し、保護者の性被害に対す

る理解度を高めるとともに、児童に対しては理解度に合わせた内容で周知・啓発活動を行う

こと。 

  ウ 児童と直接関わる業務に従事する職員について、関係法令の趣旨を踏まえ、国が実施する

犯罪歴の照会制度（通称「日本版 DBS」）を活用し、適正な職員配置に努めること。当該照会

は原則として、館長等の管理責任者が職員の採用、配置、業務内容の変更その他の異動の機

会にあわせて行うものとする。 

    なお、犯罪歴の照会結果については、当該職員の配置・業務管理の目的に限って取り扱う

ものとし、照会結果の如何に関わらず、他の職員等に漏洩することがないよう適切な情報管

理を行うこと。 

２ 自主事業の運営に関する考え方 

 （１）指定管理者は、積極的に自主事業を企画し、実施すること。 

 （２）自主事業の内容は、原則として児童館の目的に添ったものとする。 

３ 市が行う児童館事業との連携 

 （１）現在、実施している児童館の事業と同程度以上の事業を実施すること。 

 （２）毎年行われる小牧市児童館運営委員会において、児童館の利用状況、活動方針・活動目標、 

年間行事計画等について報告し、その意見を聴きながら児童館の適正な運営を図ること。 

 （３）毎月市が行う定例館長会に出席し、情報を共有しながら児童館の適正な運営を図ること。 

 （４）毎年開催されるこまキッズフェスタを他の児童館とともに開催すること。 

 （５）小牧市子育て世代包括支援センターなど関係機関との連携に努め、市が行う支援室職員の研

修等に積極的に参加させ、地域における子育て支援機能の充実を図ること。 

 （６）「こども夢・チャレンジ No.1 都市」の実現に向け、児童館において外国文化に親しみ、多様

な価値観や文化への理解を深める交流機会の充実を図ること。 

 （７）市は、指定管理者に対し、必要に応じて、その他児童館関連事業への連携を求めることがで

きるものとする。 

 

第９ 施設の運営に関する業務                      
 

１ 職員の配置および勤務体制 

（１）館長 

運営管理の責任者として「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」第３８条第２項に定

める児童の遊びを指導するもの（以下「児童厚生員」という）を１名置くこと。この仕様書に

おいて常勤とは、勤務時間が週３０時間以上かつ勤務日数が週５日以上とする。 

（２）館長代理 

    館長不在時に児童館の管理運営を統括するため、常勤の児童厚生員を１名以上置くこと。 

（３）職員及び職員数 

児童厚生員を児童館職員として２名以上置くこと。 

子育て支援室に専任の担当職員（児童館職員との兼任、兼務は不可）を２名置くこと。 

（４）経験者の配置 

児童厚生員の資格を有する職員には、次のいずれかの要件を満たすものを１名以上配置す

ること。 

ア 児童厚生施設において児童厚生員として従事した期間が２年以上ある者 

イ 「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」第３８条第２項第１号に該当する者で児

童福祉施設等（児童厚生施設を除く。）において職員として従事した期間が２年以上ある者 

ウ 同項第２号又は第４号の資格を有する者で、当該資格に基づき当該資格に係る業務に職

員として従事した期間が２年以上ある者 

エ 同項第３号に該当する者で、職員として児童福祉事業の従事期間が２年以上ある者 

（５）勤務体制 

児童館の設置目的を達成し、児童及び利用者の安全確保を図ることのできる勤務体制とす

ること。 

特に、児童と直接かかわる業務に従事する職員については、法令の趣旨を踏まえ、採用、配

置、業務分担において安全性に配慮した体制とすること。また、イベント等において外部協力

者が児童と関わる場合には、関与の態様や頻度に応じ、職員による見守り体制の確保等必要な
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安全配慮を行うこと。 

２ 職員研修 

  職員の資質向上のために必要な研修を適宜実施し、または、ほかの団体が実施する研修に職員を

派遣すること。 

  研修の実施（派遣）にあたっては、児童との適切な関わり方、性被害の未然防止、並びに相談が

あった場合の初動対応等の内容を含めるよう努めること。 

  研修の実施状況については、記録を作成し、市からの要望に応じて報告できるよう整理すること。 

３ 運営管理規定の作成 

指導する児童の把握、保護者との連絡、事故防止等に関する事項を規定する運営管理規定を定め

ること。 

児童に対する不適切な関わりが疑われる事案が発生した場合の対応手順や連絡体制について、必

要な事項を整理すること。 

４ 広報と各種情報の提供 

小牧市小牧南児童館の利用促進を図るため、SNS、ホームページ、施設案内パンフレット、児童

館だより等により積極的かつ効果的なＰＲや情報提供を行うこと。 

  その際、施設内や案内パンフレット等に、指定管理者により管理・運営されている施設であるこ

とを表示すること。 

５ 地域との連携 

地域住民との連携を図り、施設の管理運営にあたること。 

６ 利用にかかる実費相当額の徴収 

     指定管理者は、教材費その他の費用の実費を利用者から徴収する事業の実施については、事前に

市と協議すること。 

また、利用者から実費を徴収した場合は、事業ごとに帳簿を作成し、収支を明らかにすること。 

 

第１０ 施設の維持管理に関する業務                      
 

１ 保守管理業務 

（１）建築設備 

      衛生設備等は、日常点検のほか、法定点検及び定期点検を行い、性能を維持すること。 

 （２）設備、施設内の機器類の保守点検業務 

    ア 事務機器等の機械類の保守点検を行うこと。 

    イ 破損、不具合等が発生した時には、速やかに市に報告すること。 

（３）備品 

    児童館に附属する市所有の備品等については、その使用及び保管に十分注意すること。 

また、指定管理経費での新規の備品購入は原則認めないので、必要な備品がある場合は、

速やかに市に報告し、協議を行うこと。 

    ア 市が作成する管理簿に基づき、備品の管理を行うこと。 

    イ 破損、不具合等が発生した時には、速やかに市に報告すること。 

２ 維持管理業務 

（１）清掃業務 

     施設の環境を維持し快適な環境を保つため、以下の清掃業務を適切に行うこと。 

   床、壁、扉、ガラス、什器・備品、照明器具、衛生設備等について日常及び定期清掃 

（２）施設保全業務 

      施設を安全かつ安心して利用できるよう、施設の保全に努め、建築物や設備等の不具合を 

発見した際には、速やかに市に報告すること。 

  （３）環境衛生管理業務 

      建築物における衛生的環境の確保に関する法律等の法令に基づき、常に本施設内及び敷地

内の適切な環境衛生の維持に努め、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準などの関係法

規を遵守すること。 

また、児童厚生員及び子育て支援室職員の腸内細菌検査を年６回以上実施すること。 

第１１ その他の業務                      
 

１ 事業計画書及び収支予算書の作成 

  次年度の事業計画書及び収支予算書を毎年度９月末までに作成し、市に提出すること。事業計画
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書の作成にあたっては、市と調整を図ることとする。 

２ 事業報告書（日報、月報、年報）の作成 

（１）日報及び月報 

業務にかかる日報を児童館と子育て支援室に分けて作成し、月報とともに翌月の１５日まで

に市に提出すること。書式については、市と指定管理者での協議のうえ定めるものとする。 

（２）修繕の実績報告書 

指定管理者が行った施設修繕について、修繕報告書を作成し市に報告すること。 

（３）事業実績報告書 

年間の事業実績報告書及び収支決算書を、毎年度終了後翌年度の５月３１日までに市に提

出すること。また、指定管理者である団体全体の決算後速やかに財務諸表を市へ提出すること。 

（４）事故報告書 

施設内で事故があった場合は、速やかに事故報告書を市へ提出すること。 

３ モニタリング及び実績評価 

（１）モニタリングの実施 

事業及び業務の質並びにサービスの向上を図ることを目的に、利用者等から施設運営に関す

る意見を集め、業務の遂行状況や実績を確認するモニタリングを年２回以上実施すること。こ

れにより得られた評価は、事業報告書に記載し、次年度の業務に反映すること。 

 （２）実績評価の実施 

市は、指定管理者が事業計画書に基づき提供する業務の水準を確認するため、実績評価を行

い公表する。また、実績評価の結果、指定管理者の業務が基準を満たしていないと市が判断し

た場合、市は指定管理者が必要な改善措置を講じるよう改善指導や改善指示を行い、それでも

改善が見られないとき、又は市の指示に従わないときは、市はその指定を取消し、又は期間を

定めて指定管理業務の全部若しくは一部の停止を行うことができる。 

４ 指定期間終了にあたっての引継業務 

  指定管理者は、指定期間終了時に、次期指定管理者が円滑かつ支障なく小牧南児童館の業務を遂

行できるよう引継ぎを行うこと。 

５ 調査及び監査 

  市は、地方自治法第２４４条の２第１０項の規定により、指定管理者の管理する施設の適正を期

するため、必要があると認めるときは、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関

し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

６ 保険及び損害賠償の取扱い 

（１）児童及び利用者の事故等に対応するため、財団法人児童健全育成推進財団の「児童安全共済

Ｃ型」と同等以上の保険に加入すること。建物の火災保険は市が加入することとする。 

 （２）指定管理者の故意または過失によって施設の利用者等第三者に損害が生じた場合は、その損

害を賠償しなければならない。また、指定管理者の故意または過失によって管理する施設・設

備を損傷し、または滅失した場合も、その損害を市に賠償しなければならない。 

７ 協議の実施方法について 

市と指定管理者との間で行う協議については、その内容を客観的に確認できるよう、協議の手法

は原則として書面または電子メールによる受付に限定するものとする。 

また、当該協議事項については、市から正式に書面または電子メールにより回答が行われた場合

に限り、協議結果として取り扱うものとする。 


